集会決議文　　「憲法改悪手法案（国民投票法案）は廃案すべきである」
　「国民主権」「基本的人権の尊重」「戦争放棄」の三原則を基調とする日本国憲法を廃棄することが自らの使命だと安倍首相は強調しています。憲法を変えるための手続き法案が昨年の通常国会に、自民・公明両与党による案と民主党案の２案が提案され２度にわたって継続審議とされ、いまの国会に持ち越されてきました。改憲手続き法に内閣が関与することは、本来憲法違反ですが、にも拘わらずそれを踏み破って安倍首相自らが、「今国会中に必ず成立させる」「５月３日までには、衆議院を通す」などと大号令をかけ、それを受けて与党は、すでに単独審議辞せずと横暴な動きに出始めています。改憲手続き法は、憲法９６条に改憲手続きの規定があるのだから６０年もの間未制定のまま放置しておいたのがいけないなどの意見もありますが、改憲の必要がないときに作らなくてもよいものであり、改憲論が熟していないうちから先走って、議員の数の力で改憲派につごうのいいように押し通すのは、「国民主権」「基本的人権の尊重」「戦争放棄」の三原則の破壊をすでに行っているものです。
　憲法で国民がどんなことを、約束し合うのか、どうやって合意形成をはかるのかきわめて重大です。国会で議員が何を議論しているのか、国民に知らされずに隠れてすすめられてはなりません。

　今日、やっとあれこれ調べて明らかになっただけでも次のような大変な問題があります。

· 憲法審査会を新しく常設して改憲政党の独走を招く（憲法違反の疑い）

· 広報協議会設置「国民投票広報」、説明会など改憲派に有利に運ぶ。
· マスコミの利用に不公平、国費による無料意見広告、改憲派による独占。
· 私費による有料意見広告、改憲派の大政党、経済団体、・大企業の垂れ流し、世界各国の法制と比べて問題あり。
· 改正提案の一括性、個別賛否（発議方式）
· 有効投票のとり方、投票率、少数派の考えでことが決まってよいのか。
· 国会発議から国民投票までの期間、国民の間でどんなことがどれだけの論議。
· 教員・公務員に国民投票運動の禁止、全ての国民の権利。
　私たちは、「国民主権」「基本的人権の尊重」「戦争放棄」の三原則を基調とする日本国憲法こそが、日本と世界の平和を守り、私たち国民の穏やかで豊かな生活を送ることができる最大の保障だと考えています。「構造改革」による格差と差別の増大、社会生活の不安の増大、戦争への不安の増大を許すことはできません。とりわけ９条は「正義と秩序を基調とする国際平和を誠実に希求し」と述べて、私たちが、地球上全ての人々に対して誓った崇高な約束であって、文字通り「世界の宝」です。
　改憲への道ならしをする「国民投票法案」の提案者は、ただちに提案を撤回し、国会は慎重に審議をして廃案とすることを強く求めます。

　いまだ国民の中には、法案の中身がほとんど知られていない現実を直視して、私たちはいっそう学習を深め多くの人々に真実を伝える努力をします。
　党派を問わず議員の皆さんは、早く国民に真実を伝えてください。マスコミに従事する皆さん、真実を広く伝えてください。

　私たちは、以上、全委員の総意で本日ここに決議します。
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